[image: image1.wmf]『収支計算書』から『活動計算書』へ！
平成２４年４月１日の改正ＮＰＯ法の施行により、

「収支計算書」が「活動計算書」へ変更となりました！
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「活動計算書」作成のポイント
１　経常費用は事業費と管理費に分け、それぞれを「人件費」と「その他の経費」に分けます。

　経常費用を「事業費」と「管理費」に分け、さらにそれぞれを「人件費」と「その他経費」に分けます。事業ごとの内訳は、注記で表示します。

２　計算書類の注記が必要です。

注記は、計算書類と一体であり重要なものです。重要な会計方針や事業費の内訳、施設の提供等の物的サービスの受け入れの内訳などがある場合は、確実に注記することが重要です。
３　ボランティアなどを会計に取り込めます。

　無償又は著しく低い価格でボランティアによる役務の提供や施設の提供等の物的サービスを受けた場合で、提供を受けた部分の金額を合理的に算定できる場合には、その内容を注記することができます。なお、その金額を外部資料等で客観的に把握できる場合には、注記に加えて活動計算書に計上することができます。計上するかどうかは法人の任意です。

詳しくは、ＮＰＯ法人会計基準協議会のホームページへ

記載例
	収支計算書

○○年○月○日から○○年○月○日まで
科　目

金　額

Ⅰ収入の部

　１入会金・会費収入

　　入会金

　　会費

　２財産運用収入

　３事業収入

　　○○事業収入

　　□□事業収入

　４寄附金収入

当期収入合計

前期繰越収入差額

収入合計

Ⅱ支出の部

　１事業費

　　○○事業費

　　□□事業費

　

２管理費

　　給料手当

　　交通費

　　通信費

　　消耗品費

　　水道光熱費

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額
Ⅲその他資金収入の部

Ⅳその他資金支出の部

Ⅴ正味財産増加の部

Ⅵ正味財産減少の部

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額　
×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××
×××

　××××××
×××
×××
×××
×××


	
	活動計算書

○○年○月○日から○○年○月○日まで

科　目

金　額

Ⅰ経常収益

　１受取会費

　　正会員受取会費

　　賛助会員受取会費

　２受取寄附金

　　施設等受入評価益

　３事業収益

　　○○事業収益

　　□□事業収益

　４その他収益

　　受取利息

　　雑収益

経常収益計

Ⅱ経常費用

　１事業費

　　⑴人件費

　　　給料手当

　　　法定福利費

　　　福利厚生費

　　人件費計

　　⑵その他経費

　　　会議費

　　　旅費交通費

　　　施設等評価費用

　　　減価償却費

　　その他経費計

　事業費計
×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××

××××

×××

×××

×××

×××

　

×××

×××

×××

×××

×××

××××

　２管理費

　　⑴人件費

　　　役員報酬

　　人件費計

　　⑵その他経費

　　　会議費

　　　消耗品費

　　　地代家賃

　　　減価償却費

　　　支払利息

　　その他経費計

　　管理費計

　経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ経常外収益

　１受取利息

　経常外収益計

Ⅳ経常外費用

　１過年度損益修正損

経常外費用計

経理区分振替額

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額
×××

×××

×××

×××

×××

　　××××××

×××

××××

×××

×××

　　×××

×××

×××

×××

×××

×××

×××



	
	
	


計算書類の注記
１　重要な会計方針
　　計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。
　　⑴　固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却しています。

　⑵　施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

　　　施設の提供等の物的サービスの受け入れは、活動計算書に計上しています。
　　　また、計上額の算定方法は「３．施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています。

　⑶　ボランティアによる役務の提供

　　　ボランティアによる役務の提供は、「４．活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳」として注記しています。

　⑷　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２　事業別損益の状況

	　　科目
	○○事業
	□□事業
	事業部門計
	管理部門
	合計

	Ⅰ　経常収益

　１受取会費

　２受取寄附金

３受取助成金

　４事業収益

　５その他収益
	×××

×××

×××

×××

×××
	×××

×××

×××

×××

×××
	×××

×××

×××

×××

×××
	×××

×××
	×××

×××

×××

×××

×××

	　経常収益計
	××××
	××××
	××××
	××××
	××××

	Ⅱ経常費用
　⑴人件費

　　給料手当

　　法定福利費

　　福利厚生費

　　役員報酬
	×××

×××

×××


	×××

×××

×××


	×××

×××

×××


	×××
	×××

×××

×××

×××

	　　人件費計
	××××
	××××
	××××
	××××
	××××

	　⑵その他経費

　　会議費

　　消耗品費

　　地代家賃

　　施設等評価費用

　　減価償却費

　　支払利息
	×××

×××

×××

×××

×××


	×××

×××

×××

×××
	×××

×××

×××

×××

×××


	×××

×××

×××
	×××

×××

×××

×××

×××

×××

	　その他経費計
	××××
	××××
	××××
	××××
	××××

	経常費用計
	××××
	××××
	××××
	××××
	××××

	当期経常増減額
	××××
	××××
	××××
	××××
	××××


３　施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

（単位：円）

	内容
	金額
	算定方法

	○○体育館の無償利用
	××××
	○○体育館使用料金表によっています。


４　活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳

　　（単位：円）

	内容
	金額
	算定方法

	○○事業相談員　３名×１０日間
	××××
	単価は広島市の最低賃金によっています。


５　使途等が制約された寄附金等の内訳

　　使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。

　当法人の正味財産は、×××円ですが、そのうち×××円は、下記のように使途が特定されています。

　したがって、使途が制約されていない正味財産は×××円です。

　　　　（単位：円）

	内訳
	期首残高
	当期増加額
	当期減少額
	期末残高
	備考

	○○地震被災者支援事業
	0
	500,000
	200,000
	300,000
	翌期に使用予定の支援用資金

	合計
	0
	500,000
	200,000
	300,000
	


６　固定資産の増減内訳

　（単位：円）

	科目
	期首

取得価格
	取得
	減少
	期末

取得価格
	減価償却累計額
	期末帳簿等価格

	有形固定資産

　車両運搬具

　印刷機
	500,000
	850,000
	
	850,000

500,000
	△85,000

△100,000
	765,000

400,000

	合計
	500,000
	850,000
	0
	1,350,000
	 △185,000
	1,165,000


７　借入金の増減内訳

　　（単位：円）

	　科目
	期首残高
	当期借入
	当期返済
	期末残高

	役員借入金
	0
	1,000,000
	250,000
	750,000


８　役員及びその近親者との取引の内容

　　（単位：円）

	科目
	計算書類に計上された金額
	内役員及び近親者との取引

	（活動計算書）

受取寄附金
	500,000
	200,000

	活動計算書計
	500,000
	200,000


当分の間は、収支計算書を作成し、事業報告書等提出書の添付書類とできますが、早めに移行することをおすすめします。定款の変更も必要です！





問い合わせ先


広島市市民局市民活動推進課まちづくり調整係


〒730-8586広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号


電話（０８２）５０４－２７４６
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みんなで使おう！ＮＰＯ法人会計基準


http://npokaikei.info/
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施設の無償提供等を計上する場合は、「施設等受入評価益」と「施設等評価費用」に同額を計上します。（計上するかどうかは法人の任意です。）





事業費は「人件費」と「その他経費」に分けて記載します。


○○事業費などの事業別の分類は注記で記載します。





貸借対照表の「正味財産合計」、財産目録の「正味財産」の金額と一致します。





管理費も「人件費」と「その他経費」に分けて記載します。





収入という文字は削除





収支計算から活動計算へ





※法人の活動によって、記載する注記の内容は変わります。


しかし、下線の部分は必ず表記するようにします。








